（様式　第２号）

創業相談申込書
　

地域力連携拠点
山口県商工会連合会中小企業支援センター　御中
　　　　　　　　　　　　　   　　　平成　　年　　月　　日

下記のとおり、創業に関する専門家指導について申し込みます。

	創業予定者
	(ふりがな)
氏名                  印
	生年月日 SH 　年　　月　　日生

　　　     　（　　　歳）

	住　　　所
	〒



	電話番号
	
	携帯
	

	指導依頼事項
	


業種及び所持するノウハウ等

	業　　　種
	

	創業の内容
	店舗面積
	

	
	取扱商品
	

	
	販売対象
	

	
	店の特徴
	

	
	仕入れ先
	

	既得のノウハウ
及び経験
	

	創業予定地
	

	創業の時期
	

	出資協力者等
	

	勤務経験等
	企 業 名
	（業種）

	
	所 在 地
	

	
	職　　種
	（役職）

	
	勤続年数
	年　　月（採用　　年　　月～退職　　年　　月）

	
	現　　状
	勤続中・退職・待機中

	創業動機等
	

	指導実績及びセミナー
	過去の指導　有・無　　　創業セミナー　有・無（　　年）


地域力連携拠点事業申し込みに係る留意事項

山口県商工会連合会中小企業ＳＣ

　本事業は山口県商工会連合会が国の重点中小企業施策として中国経済産業局から委託を受け実施するものです。

　事業実施にあたり制約事項等もありますので、不明な点があれば応援コーディネーターにご相談下さい。

　また円滑な支援を実施するため、本事業申込時点で下記の事項について同意を得たこととします。

１．本事業実施にあたり提供いただく決算関係書類等企業情報について。
　　○守秘義務により提供いただきました関係書類は本事業実施のためだけに利用いたします。

　　○専門性・地域性から、外部機関と連携した支援を実施する場合は、事前に協議・

同意の上で実施いたします。

　　○設備投資等の金融取引が前提となる場合は、本申込書以外に金融機関用の「個人

情報提供同意書」の提出もお願いいたします。

２．専門指導実施の際の専門家の選定。

　　○担当する応援コーディネーターが貴社（申込者）のご意向を十分把握した上で、
問題解決を支援できる専門家をご紹介・マッチングします。
　　○指導内容について疑義がある場合は遠慮なく応援コーディネーターにご相談

下さい。派遣専門家の変更も可能です。
３．本事業の目的外利用による支援中止。

○当事業では、専門家は支援、診断及び助言を行い、本来貴社が行うべき業務（実務）の代行は行いません。
４．貴社（申込者）の主体的・積極的な取り組み。
○本事業は中小企業者等の新たな取り組みを支援するものです。相談申込後も、専門家に問題解決を一任せず、貴社（申込者）が主体的・積極的にお取り組みください。
５．国・県への情報提供について。
○本事業成果として国及び県に対して企業情報を提供する場合は、事前に相談・同意の上で実施いたします。

６．その他。
○本事業実施にあたり不明な点は応援コーディネーターにお問い合わせ下さい。

